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諸外国の市場  

水産物の漁獲や取引に関する情報の記録・報告・伝達の仕組み 

①欧州の現状 
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EU漁船 

EUの市場                   

最初の販売業者 

操業日誌と陸揚
げ申告の提出 

販売記録
の提出 

加工・流通業者 

小売、外食 

消費者 

輸出業者 

各国の機関 

輸入業者 

漁獲証明
書を要求 

【輸出先が求
める場合】 

漁獲証明書
を発行 

他の加盟国やEUの機関 

事業者間でラベル・伝票等に記
載して伝達（ロットID、漁船等
名称・ID、魚種、漁獲日、重量
または数量、水域等） 

消費者に情報伝達（商品名称、
学名、天然/養殖、水域、漁具） 

各事業者は入荷・出荷の記録を
保存。必要に応じ政府に提供。 

漁獲証明書の申請内
容を漁船・販売業者
からのデータと照合
可能 

自動的に 
照合 

漁獲証明書 



諸外国の市場  

水産物の漁獲や取引に関する情報の記録・報告・伝達の仕組み 

②米国の現状 
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米国の漁船 

米国の市場                   

最初の取引業者 

（first dealer） 

漁船航海報告
書の提出 

販売記録
の提出 

加工・流通業者 

小売、外食 

消費者 

輸出業者 

各海域の管理機関 

輸入業者 

SIMPによりデー

タとトレーサビリ
ティ記録を要求 

【輸出先が求
める場合】 

漁獲証明書
を発行 

連邦政府の機関（NOAA） 

事業者間で産地情報を伝達 
（COOLによる） 

消費者に産地情報を提供 

各事業者は入荷・出荷
の記録を保存。必要に
応じ政府に提供。 

漁獲証明書の申請内容を漁船・
販売業者からのータと照合可能 

照合可能 

漁獲・陸揚げデータ 



諸外国の市場  

水産物の漁獲や取引に関する情報の記録・報告・伝達の仕組み 

③日本の現状 
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日本の漁船 

日本の市場                   

産地市場荷受・漁協 

漁獲成績報告書を提出
（許可漁業のみ） 

漁獲量報告（TAC
対象魚種のみ。漁
業者の義務だが市
場荷受が報告） 

加工・流通業者 

小売、外食 

消費者 

輸出業者 

水産庁(資源管理部） 

輸入業者 

【輸出先が求める
場合】漁獲証明書
を発行。その条件
として、各種の根
拠書類の提出を輸
出業者や漁業者に
要求。 

品名と水域をラベルか伝票で伝
達（食品表示基準による）(漁業者
も本来は伝達義務がある） 

（小売のみ）消費者への表示
（品名、天然/養殖、水域） 

水産庁（加工流通課） 

集計・報告 業界団体等 

入荷・出荷記録の保
存・提出の義務なし 

船主 

TAC報告と漁獲証明申
請内容の照合はしてい
ない。 

※赤字＝EU等と異なる点 

（漁獲証明書は 
概ね不要） 

水研機構にて 
入力し利用 



諸外国の市場  

水産物の漁獲や取引に関する情報の記録・報告・伝達の仕組み 

④日本の将来像 
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日本の漁船 

日本の市場                   

産地市場荷受・漁協 

陸揚げ・販売 
報告（TAC対象
魚種に限らずに。
業界団体・県を
経由せず直接） 

加工・流通業者 

小売、外食 

消費者 

輸出業者 

水産庁 

輸入業者 

【輸出先が求
める場合】 
漁獲証明書を
発行。 
添付書類を削
減 

漁船も含め事業者間で品名と
水域（必要ならばより詳しい
漁獲・陸揚げ情報も）を伝達。 

消費者への表示 

証明書を発行する 
政府機関 

入荷・出荷記録の
保存。必要時に政
府機関に提出。 

照合 

漁獲報告（漁
獲成績報告書
を電子化） 

【IUUが懸念さ
れる魚種に】漁
獲証明書を要求 

照合 

赤字＝改善点 
➡青字＝期待される効果 

➡輸出に関わる事務の省力
化、ひいては輸出促進 

➡IUU漁獲物の流入を抑制し、
世界の水産資源と水産業の
持続可能性への貢献 

➡密漁品流通疑惑を 
 調査可能にし、抑制 

➡TAC・IQ遵守をリ
アルタイムに確認。
新規の資源管理措
置の導入検討や生
産統計にも利用可
能。 

➡入力の手間なく 
 資源評価に活用 

➡報告漏れ・ 
誤申告の防止 

➡陸揚地だけでなく 
 水域を表示可能に 


